
新型コロナウイルス感染症に関する検疫について

○ 新型コロナウイルス感染症については、性質に未だ明らかではない点が多く、今後の流行状況等が必ずしも見通せな
い状況の中で、過度な人権侵害とならないよう適正に対応するため、今後起こりうる状況に即した柔軟な対応が必要。

○ 感染症法上の１類感染症から５類感染症まで又は新型インフルエンザ等感染症のいずれかに分類することができる
状況には至っていない。感染症法上、指定感染症として講ずることができる措置を個別に政令指定し対応しているとこ
ろであり、検疫法上も同様に対応してきている。

○ 検疫法上の位置付けも、感染症法と同様に、当該感染症の外国及び国内における発生及びまん延の状況並びに
当該感染症に係るワクチン等の医薬品の研究開発の状況に応じて、今後起こりうる状況に即した柔軟な対応が必要。
特に、水際対策の実効性を確保するためには、隔離・停留等できる権限は引き続き必要。

（※）新型コロナウイルス感染症を令和２年２月14日に検疫法第34条の感染症として政令で指定して以降、検疫において発見した962人の陽性者のうち、
267人を医療機関に隔離。 停留の措置については、宿泊療養施設での療養のための待機の要請に従わず当該施設を出ようとした場合、検疫所長が
当該措置をとり得ることとなっているが、現時点で適用したことはない。（令和２年９月30日現在）

新型コロナウイルス感染症をめぐる状況について

○ 検疫法第34条の感染症の政令指定の期限については１年以内（延長できない）となっているが、感染症法によ
る指定感染症の政令指定の期限と同様に、１年以内に限り延長できるようにしてはどうか。

※１ 新型コロナウイルス感染症については、令和２年２月14日に検疫法第34条の感染症として政令で指定（令和３年２月13日までが期限）。

政令指定により、同法に基づく隔離、停留等の規定を準用することができる。

※２ 新型コロナウイルス感染症については、感染症法の指定感染症としての期限は令和３年１月31日までであるが、１年以内に限り延長が可能。

対応方針（案）

資料１
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感染症法及び検疫法に基づく指定感染症の政令指定の期限

（指定感染症に対するこの法律の準用）

第七条 指定感染症については、一年以内の政令で定める期間に限り、政令で定めるところにより次条、第三章から第

七章まで、第十章、第十二章及び第十三章の規定の全部又は一部を準用する。

２ 前項の政令で定められた期間は、当該政令で定められた疾病について同項の政令により準用することとされた規定

を当該期間の経過後なお準用することが特に必要であると認められる場合は、一年以内の政令で定める期間に限り延

長することができる。

⇒政令指定の期限 令和３年１月31日（令和４年１月31日まで延長可能）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）抄

（検疫感染症以外の感染症についてのこの法律の準用）

第三十四条 外国に検疫感染症以外の感染症（次条第一項に規定する新感染症を除く。）が発生し、これについて検疫

を行わなければ、その病原体が国内に侵入し、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあるときは、政令

で、感染症の種類を指定し、一年以内の期間を限り、当該感染症について、第二条の二、第二章及びこの章（次条か

ら第四十条までを除く。）の規定の全部又は一部を準用することができる。この場合において、停留の期間について

は、当該感染症の潜伏期間を考慮して、当該政令で特別の規定を設けることができる。

⇒政令指定の期限 令和３年２月13日（延長できない）

検疫法（昭和26年法律第201号）抄
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参考資料
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類型

疑
似
症
者

へ
の
適
用

無
症
状
者

へ
の
適
用

実施する措置

質問
診察・
検査

隔離 停留
消毒・
廃棄等

検
疫
感
染
症

感染症法の一類感染症
エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、
痘そう、南米出血熱、ペスト、
マールブルグ病、ラッサ熱

○ ○ ○ ○ ○
（医療機関）

○
（医療機関、船舶）

○

新型インフルエンザ等感染症 ○ × ○ ○ ○
（医療機関）

○
（医療機関、宿泊施設、船舶）

○

政令で指定する感染症
ジカウイルス感染症、チクングニア熱、
中東呼吸器症候群（MERS）、
鳥インフルエンザ(H5N1・H7N9)、
デング熱、マラリア

× × ○ ○ × × ○

新型コロナウイルス感染症
（法34条に基づき政令で指定）

○ ○ ○ ○ ○
（医療機関）

○
（医療機関、宿泊施設、船舶）

○

検疫法に基づく感染症の類型と措置の概要

４（＊）新型コロナウイルス感染症については、令和３年２月13日が指定期限



感染症法上の指定感染症について

○ 感染症法上、各感染症は、感染力及び罹患した場合の重篤性等を総合的に勘案し、
１～５類感染症の類型に位置付けられ､講ずることができる措置もあらかじめ法定されて
いる。

○ 一方で、現在感染症法に位置付けられていない感染症について、感染症法上の措置を講
ずる必要がある場合には、指定感染症として、具体的な感染症名や、講ずることができる
措置を個別に政令で指定することができる。

○ また、指定感染症については、新しい知見等を踏まえて、政令改正により、講ずること
ができる措置を変更することが可能である。

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（抜粋）
（定義等）

第六条
８ この法律において「指定感染症」とは、既に知られている感染性の疾病（一類感染症、二類感染症、三類感染症
及び新型インフルエンザ等感染症を除く。）であって、第三章から第七章までの規定の全部又は一部を準用しなけ
れば、当該疾病のまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあるものとして政令で定めるも
のをいう。

（指定感染症に対するこの法律の準用）
第七条 指定感染症については、一年以内の政令で定める期間に限り、政令で定めるところにより次条、第三章から
第七章まで、第十章、第十二章及び第十三章の規定の全部又は一部を準用する。

２ 前項の政令で定められた期間は、当該政令で定められた疾病について同項の政令により準用することとされた規
定を当該期間の経過後なお準用することが特に必要であると認められる場合は、一年以内の政令で定める期間に限
り延長することができる。

３ （略） ５



指定感染症 一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症
新型インフルエ
ンザ等感染症

規定されている疾病名
新型コロナウイ
ルス感染症

エボラ出血熱・
ペスト・
ラッサ熱 等

結核・ＳＡＲＳ
鳥インフルエンザ
（Ｈ５Ｎ１） 等

コレラ・
細菌性赤痢・
腸チフス 等

黄熱・鳥インフル
エンザ（Ｈ５Ｎ
１以外） 等

インフルエンザ・
性器クラミジア
感染症・梅毒等

新型インフルエ
ンザ・再興型イ
ンフルエンザ

疾病名の規定方法
政令

具体的に適用する規定は、
感染症毎に政令で規定

法律 法律 法律 法律・政令 法律・省令 法律

疑似症患者への適用 ○ ○
○

（政令で定める
感染症のみ）

－ － － ○

無症状病原体保有者への適用 ○ ○ － － － － ○

診断・死亡したときの医師による届出
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（７日以内）
○

（直ちに）

獣医師の届出、動物の輸入に関する措置 － ○ ○ ○ ○ － ○

患者情報等の定点把握 － －
△

(一部の疑似症のみ)
△

(一部の疑似症のみ)
△

(一部の疑似症のみ)
○ －

積極的疫学調査の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

健康診断受診の勧告・実施 ○ ○ ○ ○ － － ○

就業制限 ○ ○ ○ ○ － － ○

入院の勧告・措置 ○ ○ ○ － － － ○

検体の収去・採取等 ○ ○ ○ － － － ○

汚染された場所の消毒、物件の廃棄等 ○ ○ ○ ○ ○ － ○

ねずみ、昆虫等の駆除 ○ ○ ○ ○ ○ － ○（※）

生活用水の使用制限 ○ ○ ○ ○ － － ○（※）

建物の立入制限・封鎖、交通の制限 ○ ○ － － － － ○（※）

発生・実施する措置等の公表 ○ － － － － － ○

健康状態の報告、外出自粛等の要請 ○ － － － － － ○

都道府県による経過報告 ○ － － － － － ○

※ 感染症法44条の4に基づき政令が定められ、
適用することとされた場合に適用

感染症法に基づく主な措置の概要（政令による準用の有無）

桃：改正②時に適用（3/27施行）黄：指定時に適用（2/1施行） 橙：改正①時に適用（2/14施行）
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症状あり 症状なし

検査

入院又は専用施設で
療養

指定場所（自宅等）で14日間待機を要請 ※公共交通機関の利用不可

日本人
外国人は原則入国拒否

※特段の事情（日本人の配偶者など）

がある場合のみ入国可であるが、

その場合には検査を受けることが必要。

その他全世界からの入国者

陽性 陰性

入管法に基づく入国制限対象地域からの入国者（159カ国）
アジア：中国（香港、マカオ含む）、台湾、韓国、インドネシア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブル
ネイ、ベトナム、マレーシア、モルディブ、インド、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、ブータン
ヨーロッパ：サンマリノ、アイスランド、アンドラ、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、スイス、スペ
イン、スロベニア、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、バチカン、フランス、ベルギー、マルタ、モナコ、リヒテン
シュタイン、ルクセンブルグ、アイルランド、スウェーデン、ポルトガル、ギリシャ、スロバキア、チェコ、ハンガ
リー、フィンランド、ベラルーシ、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ポーランド、ラトビア、リトアニア、英国、キプロス、
クロアチア、コソボ、ブルガリア、ルーマニア、アルバニア、アルメニア、モルドバ、モンテネグロ、北マケドニ
ア、セルビア、ウクライナ、ロシア、アゼルバイジャン、カザフスタン、タジキスタン、キルギス、ジョージア、ウ
ズベキスタン
中東：アラブ首長国連邦、イラン、イスラエル、オマーン、カタール、クウェート、サウジアラビア、トルコ、
バーレーン、アフガニスタン、イラク、レバノン、パレスチナ
アフリカ：エジプト、コードジボワール、コンゴ民主共和国、ジブチ、モーリシャス、モロッコ、カーボベルデ、
ガボン、ギニアビサウ、サントメ・プリンシペ、赤道ギニア、ガーナ、ギニア、南アフリカ、アルジェリア、エスワ
ティニ、カメルーン、セネガル、中央アフリカ、モーリタニア、ケニア、コモロ、コンゴ共和国、シエラレオネ、
スーダン、ソマリア、ナミビア、ボツワナ、マダガスカル、リビア、リベリア、エチオピア、ガンビア、ザンビア、ジ
ンバブエ、チュニジア、ナイジェリア、マラウイ、南スーダン、ルワンダ、レソト
北米：米国、カナダ
大洋州：オーストラリア、ニュージーランド
中南米：アンティグア・バーブーダ、エクアドル、セントクリストファー・ネービス、チリ、ドミニカ国、ドミニカ
共和国、バルバドス、パナマ、ブラジル、ペルー、ボリビア、バハマ、メキシコ、ウルグアイ、ホンジュラス、コ
ロンビア、エルサルバドル、アルゼンチン、ガイアナ、キューバ、グアテマラ、グレナダ、セントビンセント及び
グレナディーン諸島、コスタリカ、ジャマイカ、ハイチ、ニカラグア、スリナム、パラグアイ、ベネズエラ、トリニ
ダード・トバゴ、ベリーズ

（健康フォローアップあり） (健康フォローアップなし)

(注) 健康フォロー
アップとは、14日間、
LINEアプリ等を活用
し、発熱状況や体調の
変化等を対象者に確認
する仕組み

新型コロナウイルス感染症に対する水際対策
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新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組

〇 ４月に緊急事態宣言を発し、感染状況は改善したが、社会経済活動全般に大きな影響

〇 感染者のうち、８割の者は他の人に感染させていない。また、８割は軽症又は無症状のまま治癒するが、２割で肺炎症状が増
悪。一方、若年層では重症化割合が低く、65歳以上の高齢者や基礎疾患を有する者で重症化リスクが高いことが判明

〇 これまで得られた新たな知見等を踏まえれば、ハイリスクの「場」やリスクの態様に応じたメリハリの効いた対策を講じるこ
とによって、重症者や死亡者をできる限り抑制しつつ、社会経済活動を継続することが可能

○ こうした考え方の下、重症化するリスクが高い高齢者や基礎疾患がある者への感染防止を徹底するとともに、医療資源を重症
者に重点化。また、季節性インフルエンザの流行期に備え、検査体制、医療提供体制を確保・拡充

⇒ 感染防止と社会経済活動との両立にしっかりと道筋をつける

２．検査体制の抜本的な拡充
・季節性インフルエンザ流行期に対応した地域の医療機関での簡
易・迅速な検査体制構築。抗原簡易キットを大幅拡充（20万件
／日程度）
・感染拡大地域等において、その期間、医療機関や高齢者施設等
に勤務する者全員を対象とする一斉・定期的な検査の実施
・市区町村で一定の高齢者等の希望により検査を行う場合の国の
支援
・本人等の希望による検査ニーズに対応できる環境整備

３．医療提供体制の確保
・患者の病床・宿泊療養施設の確保のための10月以降の予算確保
・患者を受け入れる医療機関の安定経営を確保するための更なる
支援
・地域の医療提供体制を維持・確保するための取組み・支援を進
め、季節性インフルエンザ流行期に備え、かかりつけ医等に相
談・受診できる体制の整備
・病床がひっ迫した都道府県に対する他都道府県や自衛隊の支援

４．治療薬、ワクチン
・治療薬の供給を確保、治療薬の研究開発に対する支援
・全国民に提供できる数量のワクチンの確保（令和３年
前半まで）
・身近な地域での接種体制や健康被害救済措置の確保等
・健康被害の賠償による製造販売業者等の損失を国が補
償できる法的措置

５．保健所体制の整備
・自治体間の保健師等の応援派遣スキームの構築
・都道府県単位で潜在保健師等を登録する人材バンクの
創設
・保健所等の恒常的な人員体制強化に向けた財政措置

６．感染症危機管理体制の整備
・国立感染症研究所及び国立国際医療研究センターの連
携による、感染症の感染力・重篤性等を迅速に評価・情
報発信できる仕組みの整備
・実地疫学専門家の育成・登録による感染症危機管理時
に国の要請で迅速に派遣できる仕組みの構築

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充
・入国時の検査について成田・羽田・関西空港における1
万人超の検査能力を確保（9月）

1．感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し
・軽症者や無症状者について宿泊療養（適切な者は自宅療養）で
の対応を徹底し、医療資源を重症者に重点化。感染症法における
権限の運用について、政令改正も含め、柔軟に見直し

令和２年８月28日
新型コロナウイルス感染症対策本部
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「新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組」（抄）
（令和２年８月28日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）

７．国際的な人の往来に係る検査能力・体制の拡充

○ 新型コロナウイルス感染症の再拡大の防止と両立する形で、国際的な人の

往来を部分的・段階的に再開していくこととし、入国時の検査について成田・

羽田・関西空港において９月には１万人超の検査能力を確保する。その後、

人の往来に係る国際的な枠組みの在り方を検討するとともに、３空港及びそ

の他の空港について体制整備を更に推進する。

空港検疫における検査能力について
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国際的な人の往来再開に向けた段階的措置（抄）

一般の国際的な往来とは別に、ビジネス上必要な人材等の出入国について例外的な枠を設置。現行の水際措置を維持した
上で、追加的な防疫措置を条件とする仕組みを試行。各国・地域と協議・調整の上、準備が整い次第、順次実施。

１．対象国・地域、対象者

（１）感染状況が落ち着いている入国拒否対象地域を対象国として協議・調整を開始（当面、ベトナム、タイ、豪州、ニュージーラ
ンドを想定。）。我が国内外の感染状況等を総合的に勘案し、順次、協議が整い次第、対象国・地域を拡大。
（２）ビジネス上必要な人材等（経営・管理、技術者、技能実習・特定技能など）を対象者とし、対象国毎に調整。

２．追加的な防疫措置
現行の水際措置（PCR検査､公共交通機関不使用､14日間の自宅等待機）に加え、
（１）入国前のPCR検査証明や入国後14日間の位置情報の保存等の追加的な防疫措置を条件に、外国人の入国拒否対象地域
からの例外的な入国を認める。
（２）日本人を含めた入国者が14日間の自宅等待機期間中のビジネス活動を望む場合には、更なる条件（「本邦活動計画書」
（注）の提出等）の下で、行動制限を緩和。
（注）「本邦活動計画書」には、滞在場所、移動先、接触予定者等を記載

３．日本人の出国
相手国の要請次第で、出国前のPCR検査証明等により、相手国への入国や行動範囲を限定したビジネス活動の許容を協議。

４．検査能力の拡充
今後、唾液PCR検査などの代替的な検査方法の導入等を始め、検査能力・体制を拡充。

５．感染再拡大防止との両立

上記の例外的措置については、新型コロナウイルス感染症再拡大の防止と両立する範囲内において試行していくこととし、国
内外の感染状況等を十分に注視した上で、実施の継続を判断していくこととする

第38回新型コロナウイルス

感染症政府対策本部
（6/18）
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国際的な人の往来の再開（ビジネストラック・レジデンストラック等）について①



第40回新型コロナウイルス

感染症政府対策本部
（7/22）
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国際的な人の往来の再開等（抄）

２．国際的な人の往来再開に向けた段階的措置についての対象国・地域の拡大等

「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置」（第38 回新型コロナウイルス感染症対策本部（令和２年６月18 日））に関し、
現行の水際措置（注２）を維持した上で、追加的な防疫措置（注３）を条件とする仕組みを以下のとおり追加的に試行。

（１）感染状況が落ち着いている以下の国・地域と協議・調整を開始。感染状況等を総合的に勘案し、準備が整い次第、順
次実施。
カンボジア、シンガポール、韓国、中国、香港、マカオ、ブルネイ、マレーシア、ミャンマー、モンゴル、ラオス、台湾

（２）その他の国・地域についても、ビジネス上のニーズ等を勘案し、防疫上の更なる要件（注４）の下、短期間・少人数に限
定した往来枠組みを導入することとし、今後その詳細を検討の上、準備が整い次第、順次実施。

（注２）PCR 検査（入国拒否対象地域からの入国者）､公共交通機関不使用､14 日間の自宅等待機
（注３）入国前の検査証明、入国後14 日間の位置情報の保存等（14 日間の自宅等待機期間中のビジネス活動を望む場合には、さらに「本邦活動計画書」

（滞在場所、移動先等を記載）の提出等）
（注４）滞在期間の限定（原則72 時間以内）、少人数によるビジネスジェットの利用、訪問場所・接触者のより一層の限定

国際的な人の往来の再開（ビジネストラック・レジデンストラック等）について②



国際的な人の往来の再開（抄）

１．新規入国許可対象の拡大

（１）感染状況の落ち着いている国・地域との間で開始している「レジデンストラック」（注１）について、10 月１日から、ビジネ
ス上必要な人材等に加え、順次、留学、家族滞在等のその他の在留資格も対象とし、新規入国を許可する。

（２）さらに、10 月１日から、原則として全ての国・地域の上記と同様の対象者について、順次、新規入国を許可。防疫措置
を確約できる受入企業・団体がいることを条件とする（注２）。ただし、入国者数は限定的な範囲に留める。

（注１）「国際的な人の往来再開に向けた段階的措置」（第38 回新型コロナウイルス感染症対策本部(令和２年６月18 日)）に関し、現行の水際措置を維持し
た上で、追加的な防疫措置を確約できる受入企業・団体がいることを条件とする仕組みのうち、入国後14 日間の待機は維持するもの。タイ、ベトナム、カン

ボジア、台湾、マレーシア、ミャンマー、ラオス、シンガポール、ブルネイの９か国・地域との間で運用を開始又は開始に合意。豪州、ニュージーランド、韓国、
中国、香港、マカオ、モンゴルの７か国・地域との間で交渉中。

（注２）出国前検査証明（入国拒否対象地域のみ）、入国後14 日間の自宅等待機・公共交通機関不使用等の防疫措置について、受入企業・団体が誓約書
を通じて確約する。

第43回新型コロナウイルス

感染症政府対策本部
（9/25）
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国際的な人の往来の再開（ビジネストラック・レジデンストラック等）について③


